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近年における降雨状況の実態：極端豪雨は増えているか＊

佐　藤　正　樹

1．日本における大雨の変化傾向

　近年，集中豪雨や台風による激甚災害が頻発している。
2018年7月には西日本を中心に広域に集中豪雨が発生し，
死者数が 200 人を超える激甚災害をもたらし，「平成 30
年 7 月豪雨」と命名された。2019 年 10 月には「東日本
台風」と命名された台風第19号が襲来し，関東から東北
地方におよぶ広域に大雨をもたらし，80名を超える多数
の死者を数え，気象記録面でも 10 月 12 日に箱根町で日
本における日降水量の最高記録を更新した。2019 年 12
月にマドリッドで開催された COP25 において，ドイツ
の環境NGOが 2018 年の 1年間に日本が世界で最も異常
気象による深刻な被害を受けていたという分析結果を発
表している（https://germanwatch.org/en/17330）。2018
年，2019年の気象災害による日本の損害保険会社の保険
支払額が 2年連続で過去最大となる可能性も指摘されて
いる（https://mainichi.jp/articles/20191119/k00/00m/�
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　上記のような，近年の大雨による激甚災害の頻発を考
えると，地球温暖化との関連が指摘される。被害をもた
らす大雨について，いわゆる「ゲリラ豪雨」を思い浮か
べる向きもあるかもしれないが，ゲリラ豪雨は気象学的
な用語ではなく，定義もはっきりしないので，本稿では
この用語の利用をできるだけ避けることにする1）。気象
庁のホームページ（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/
know/yougo_hp/kousui.html）では，異常気象について
「ある場所（地域）・ある時期（週，月，季節）において
30 年に 1 回以下で発生する現象」とされている一方で，
集中豪雨に関しては「同じような場所で数時間にわたり
強く降り，100�mm から数百mmの雨量をもたらす雨」
と解説されている。ここでは，集中豪雨のうち，より頻
度が少ない稀な大雨を極端豪雨と呼び，その近年の変化
傾向を概観することにしたい。
　極端豪雨として，どれくらい頻度の低い現象を念頭に
置くかは，目的に応じて定義される。気象庁における統
計データ2）にはアメダスによる1時間降水量50，80，200，
400�mm以上の年間発生回数について，アメダスによる
観測が開始された1975年以降の変化傾向が示されている
（図1）。いずれも増加トレンドがあることが見て取れる。
国内 51 地点の 104 年間（1901～2004 年）の日降水量の
資料から，日降水量の降水階級，100�mm 以上の日数，
年最大降水量，累年の上位 100 事例の発現頻度等の様々
な大雨の尺度を用いての経年変化を調べた結果による
と3），いずれもこの 104 年間に増加している（図 2）。ま
た，1000年に 1度の確率で生じる稀な現象として極端豪
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図 1� 1976-2018年期間の全国のアメダスの1時間降水量50（左上），80（右上），200（左下），400�
（右下）mm以上の年間発生回数の変化2）。棒グラフは全国のアメダスによる観測値を 1300
地点あたりに換算した値，直線は長期変化傾向を示す。出典：「気候変動監視レポート2018」
（気象庁ホームページより）。

図 2� 1901-2004年期間の極端豪雨の経年変化：100�mm以上
の日数，年最大降水量，累年の上位 100 事例の発現頻
度の時系列を示す3）。横軸は年。

雨を定義すると，極端豪雨にともなう降水量は気温 1度
の昇温ごとに 6-7％の増加という関係が得られており4），
温暖化にともなう降水の増加傾向を示唆している。
　日本における極端豪雨の事例として，気象庁では，顕
著な災害を起こした自然現象について名称を定めること
としており，そのうちで平成以降に生じた事例を表 1に
示す。平成年間だけ限っても，近年の平成16年以降には
ほぼ毎年のように顕著事例が発生しており，近年の極端
豪雨の増加を印象づけている。台風にともなう最近10年
の顕著事例を表 2に示す。とくに，2019 年 10 月の台風
第19号（「東日本台風」）による関東・甲信から東北にか
けての大雨，2015 年台風第 18 号にともなう関東・東北
での大雨等は記憶に新しい。これらの豪雨は，近年，い
わゆる「線状降水帯」にともなって発生することが多く，

線状降水帯のメカニズムや予測研究が精力的に行われて
いる5）。いわゆる「ゲリラ豪雨」に関しては，まとまっ
た統計資料の解析は気象庁では行われていない。

表 1� 平成以降に気象庁が名称を定めた気象現象からの豪雨
事例（気象庁ホームページより改変�https://www.jma.
go.jp/jma/kishou/know/meishou/meishou_ichiran.html）。

平成 5年 8月
豪雨

平成 5年
7月31日～ 8月 7日

「 8・ 6 水害」，「鹿児島水害」。鹿児島市
（鹿児島県）の土砂災害・洪水害等。

平成16年 7 月
新潟・福島豪雨

平成16年
7 月12日～13日

「7.13新潟豪雨」。

平成16年 7 月
福井豪雨

平成16年
7 月17日～18日

福井県の浸水害・土砂災害等。

平成18年 7 月
豪雨

平成18年
7 月15日～24日

「平成18年 7 月鹿児島県北部豪雨」。諏訪
湖（長野県）周辺の土砂災害・浸水害，
天竜川（長野県）の氾濫等。

平成20年 8 月末
豪雨

平成20年
8 月26日～31日

名古屋市・岡崎市（愛知県）の浸水害等。

平成21年 7 月
中国・九州北部
豪雨

平成21年
7 月19日～26日

「平成21年 7 月21日豪雨」，「山口豪雨災
害」。

平成23年 7 月
新潟・福島豪雨

平成23年
7 月27日～30日

五十嵐川・阿賀野川（新潟県）の氾濫等。

平成24年 7 月
九州北部豪雨

平成24年
7 月11日～14日

八女市（福岡県）・竹田市（大分県）の土
砂災害・洪水害，矢部川（福岡県）の氾
濫等。

平成26年 8 月
豪雨

平成26年
7 月30日～ 8月26日

台風第12号，第11号と前線による大雨と
暴風。

平成27年 9 月
関東・東北豪雨

平成27年
9 月 9 日～11日

「鬼怒川水害」。台風第18号等による大雨。
鬼怒川（茨城県）・渋井川（宮城県）の氾
濫等

平成29年 7 月
九州北部豪雨

平成29年
7 月 5 日～ 6日

朝倉市・東峰村（福岡県）・日田市（大分
県）の洪水害・土砂災害等。

平成30年 7 月
豪雨

平成30年
6 月28日～ 7月 8日

前線及び台風第 7号による大雨等。「西日
本豪雨」。広島県・愛媛県の土砂災害，倉
敷市真備町（岡山県）の洪水害など，広
域的な被害。

令和元年
房総半島台風

令和元年 9月 房総半島を中心とした各地で暴風等によ
る被害。台風第15号。

令和元年
東日本台風

令和元年10月 東日本の広い範囲における記録的な大雨
により大河川を含む多数の河川氾濫等に
よる被害。台風第19号。
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2．極端豪雨の気候変化のメカニズム

　上記のような大雨，極端豪雨の増加は，地球温暖化の
進行と関係があると考えられている。一般に，気温が高
いほど，空気中に含むことができる水蒸気量は多くなり，
これに比例して降水量が増加する理解されている。温度
と空気中に含まれる水蒸気圧の関係をあらわす関係式は，
Clausius-Clapeyronの関係と呼ばれている（CC関係と略
す）。室温 25�℃では，温度が 1度上昇すると，飽和水蒸
気圧は 6％程度増加する。しかし，空気中に含まれる水
蒸気がそのまま降水になるわけではないので，水蒸気と
降水の関係は，このような単純な比例関係では説明でき
ない。実際には，長時間の気候スケールでは，エネルギ
ー収支によって降水量が制約されており，水蒸気が大気
中で凝結する際に放出する潜熱と大気中の放射冷却のバ
ランスによって説明される。二酸化炭素ガスなどの温室
効果ガスが増加すると大気中の放射冷却が増加し，これ
にバランスするために降水量が増加するというのが正し
い説明である。しかしこのようなバランスは，長期間の
広領域で平均した関係であるため，個々の降水イベント，
とくに極端豪雨に関してはこのようなバランスの議論は
成り立たない。そこで，様々な降水現象の温度に対する
変化を論じる際には，温度と降水の関係をあらわす CC
関係を基準に相対的な変化がどのようになるかが論じら
れている。温度 1 度の変化に対して，CC関係よりも増
大する降水の関係がある場合には，super�Clausius-

Clapeyron関係（超CC関係と略す）と呼ばれる6）。日本
においては，アメダスの観測地点 981 ヵ所の 36 年間
（1979-2014 年）の 1時間当たりの雨量について調べ，そ
のうち0.1％の頻度で生じる極端豪雨の温度依存性はほぼ
CC関係に従うことが示されている4）。世界的には，地域
によっては，極端豪雨の温度依存性が超 CC関係を示す
場合がある7，8）。
　温暖化による極端豪雨の変化は，熱力学的要因と力学
的要因に分けて考えることができる。熱力学的要因は，
CC関係に従い，1度の昇温に対して 6％程度の降水の増
加をもたらすことになる。力学的要因は，極端豪雨をも
たらす大規模場や総観規模・メソ擾乱等の循環の変化を
ともなうもので，熱力学的効果を凌駕する雨の増大をも
たらすものである。例えば，集中豪雨は，一般に数十km
スケールのメソ対流システム（Meso-scale�Convective�
System；MCS）によってもたらされる。これらは台風や
温帯低気圧，梅雨の前線といった千 kmスケールの総観
規模の擾乱の内部で発生し，さらに，より大きな1万km
スケールの大気循環（モンスーン循環やハドレー循環等）
の大規模場の変化がこれらの総観規模の擾乱の変調をも
たらす。極端豪雨の変化について，これらの様々なスケ
ールの気象擾乱の構造や性質の温暖化による変質を考慮
する必要がある。しかし，一般にこのような擾乱は年々
の変動が大きいため，温暖化変化における力学効果につ
いての観測的な検出や将来変化の定量的な予測は難しい。
次節では，とくに，大雨をもたらす台風について過去の変
化および温暖化にともなって予想される変化を概観する。

3．台風の変化

　台風は大雨，暴風，高潮等の被害を広域にもたらし，
激甚気象災害として最も社会的に関心がもたれる気象事
象である。台風は，西北太平洋で発生する熱帯低気圧の
うち強度が強いものの名称である。台風や，より一般的
に世界的な視野での熱帯低気圧について，過去の変化，
将来の予測について，精力的な研究が進められている。
過去については，年々変動に加えて，事例数の制約，長
期間の記録の不正確性，台風の多様性のために，明確な
変化を抽出することが難しい。将来について，台風を正
確に表現する 1～10�km スケールの高解像の気候数値シ
ミュレーションモデルを用いて，数十～百年スケールの
長期間かつ多数事例（アンサンブル）の数値予測が必要
であり，現在の最先端のスーパーコンピュータでもまだ
限定的な結果しか得られていない。
　図 3は 1900 年から 2014 年の 115 年間にわたり，地上

表 2� 日本における最近 10年間の顕著台風事例（気象庁ホー
ムページより改変� http://www.data.jma.go.jp/obd/
stats/data/bosai/report/index_1989.html）。

2011年
台風第12号

2011年
8 月30日～ 9月 5日

紀伊半島を中心に記録的な大雨。

2011年
台風第15号

2011年
9 月15日～ 9月22日

西日本から北日本にかけての広い範囲で，
暴風や記録的な大雨。

2012年
台風第16号

2012年
9 月15日～ 9月19日

沖縄地方から近畿地方太平洋側にかけて大
雨・暴風。

2013年
台風第18号

2013年
9 月15日～ 9月16日

四国地方から北海道の広い範囲で大雨。

2013年
台風第26号

2013年
10月14日～10月16日

西日本から北日本の広い範囲で暴風・大雨。

2014年
台風第 8号

2014年
7 月 6 日～ 7月11日

沖縄地方，九州南部・奄美地方で暴風・大
雨。

2014年
台風12号，第
11号

2014年
7 月30日～ 8月11日

四国を中心に広い範囲で大雨。（平成26年 8
月豪雨）

2014年
台風第18号

2014年
10月 4 日～10月 6 日

東日本太平洋側を中心に大雨。沖縄・奄美
と西日本・東日本の太平洋側を中心に暴風。

2015年
台風第18号

2015年
9 月 7 日～ 9月11日

関東，東北で記録的な大雨。（平成27年 9 月
関東・東北豪雨）

2016年
台風第 7 号，
第11号，第 9
号，第10号

2016年
8 月16日～ 8月31日

東日本から北日本を中心に大雨・暴風。北
海道と岩手県で記録的な大雨。

2017年
台風第18号

2017年
9 月13日～ 9月18日

南西諸島や西日本，北海道を中心に大雨や
暴風となった。

2017年
台風第21号

2017年
10月21日～10月23日

西日本から東日本，東北地方の広い範囲で
大雨。全国的に暴風。

2018年
台風第21号

2018年
9 月 3 日～ 9月 5日

西日本から北日本にかけて暴風。特に四国
や近畿地方で顕著な高潮。

2018年
台風第24号

2018年
9 月28日～10月 1 日

南西諸島及び西日本・東日本の太平洋側を
中心に暴風。紀伊半島などで顕著な高潮。

2019年
台風第19号
「令和元年東
日本台風」

2019年
10月10日～10月13日

記録的な大雨，暴風，高波，高潮。

図 3� 1900-2014 年期間の年別台風上陸数9）。白抜きバーはエ
ル・ニーニョ年，黒のバーはラ・ニーニャ年，灰色の
バーはそれ以外の年を表す。
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気象観測データに基づく統一した定義を用いることで，
均質な基準で上陸台風を検出した手法による，日本本土
における年別台風上陸数を示す9）。この図からは，過去
100 年にわたって顕著な変化傾向が表れているようには
見えず，台風の地球温暖化による変化傾向を検出するこ
との難しさを示している。一方，日本の南部に限れば，
最近の解析では，日本に襲来する台風が増加する傾向が
表れている10）。図 4に示すように，東京に接近した台風
（東京都心から300�km以内を通過した台風）は，過去40
年間の前半と後半を比べると，年平均で1.55から2.35に
増加した。東京に接近した台風としては，昨年2019年に
ついては，千葉に暴風被害をもたらした台風 15 号（「房
総半島台風」），東日本の広域に大雨被害をもたらした「東
日本台風」が記憶に新しい。
　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第5次評価
報告書（AR5）によれば，世界的にみると，地球温暖化
にともなって台風等の熱帯低気圧の発生数の総数は減少
するものの，強度が強い熱帯低気圧の相対的な頻度は増
加し，また，熱帯低気圧にともなう降水は増加すると考
えられている11）。現在，2021 年の発行をめざして，第 6
次報告書（AR6）の準備が進められており，また，世界
気象機関（WMO）のワーキンググループでも，台風の
気候変化の最近の研究の知見についてまとめられてい
る12，13）。最近の研究では，熱帯低気圧が最大強度をとる
緯度は，とくに西北太平洋で高緯度側にシフトする傾向
が表れており，また，移動速度が遅くなる傾向が検出さ
れている 14～16）。日本の南方海上で発生する台風は，従来
は最大強度のピークを迎えた後，衰弱過程で日本に襲来
していたが，今後はよりピークに近い状態で日本に接近
することを意味する。また，台風の移動速度が遅くなる
と，台風にともなう降水の持続時間が長くなり，総降水
量がより増加する傾向になる。
　2019年の「房総半島台風」，「東日本台風」の接近の際
には，日本近海の海面水温が比較的高い状態になってお
り，勢力があまり弱まらずに関東付近に上陸した。「房総
半島台風」の上陸時の勢力は 960�hPa，最大風速 40 m�
s-1 で，最発達時の 955�hPa，45�m�s-1 からわずかにしか
弱まっていなかった。「東日本台風」は，最発達時には
915�hPa，55�m�s-1，上陸時には955�hPa，最大風速40�m�
s-1 であった。気象庁では風速54�m�s-1 以上の台風につい
て「猛烈な台風」と分類しているが，「東日本台風」は最

盛期にはこのクラスにまで発達していた。また，米国の
階級分類の最大クラスの台風（1分平均最大風速67�m�s-1

以上）について，近年日本では「スーパー台風」と呼ば
れるようになってきた17）。2013 年にフィリピンに襲来し
た台風ハイヤンはこれに含まれるもので，日本の南洋上
では，年に 1-2 個の台風はこのクラスまで発達する。今
後，地球温暖化が進行すると，「スーパー台風」が勢力を
衰えないまま日本に襲来する危険性が指摘されており18），
大雨・暴風・高潮等で甚大な被害をもたらすことが危惧
されている。
　過去の記録からは明確なシグナルは見いだせないもの
の，将来の熱帯低気圧の変化に関して，地球温暖化とと
もに地球全体の発生数は減少する一方，強度の強い熱帯
低気圧の相対的な頻度は高まり，熱帯低気圧にともなう
降水も増す可能性が指摘されている11）。これらの将来予
測は，台風の内部構造を解像可能な数十 km程度以下の
メッシュサイズで全球を覆う数値シミュレーションモデ
ルによる予測によるもので，多くの数値モデルの結果は
同様な傾向を示しているが，一部の数値モデルでは，上
記とは異なるふるまいをする結果もあり，将来予測の難
しさを示している13）。上記に述べた CC関係により，温
度の昇温により大気中に含まれる飽和水蒸気量は増加す
る。個々の熱帯低気圧だけを取り出せば，地球温暖化で
想定される海面水温が昇温した条件の下では，最大強度
は強くなることが理論的に示すことができる19）。しかし，
全球的な熱帯低気圧の気候学的な性質に関しては，大気
大循環の変化の影響を受けるため，主に数値シミュレー
ションの結果によって説明されているが，一般的な理論・
メカニズムは限定的である。温暖化の進行とともに熱帯
低気圧の発生数の変化に関しては，以下のように理解さ
れる20，21）。地球全体の平均的な降水量は，放射冷却とバ
ランスする制約のため，地球温暖化とともに（温度に比
例する程度で）増大する。熱帯低気圧の平均的としては，
昇温により強度が強くなる傾向にあり，それにともなう
降水は（CC関係のように指数関数的に）より増大する。
仮に，熱帯低気圧による降水の全球的な降水に占める割
合が変わらないとすれば，全球平均的な降水量の増加量
に比べて熱帯低気圧一個当たりの平均降水量の増加が大
きいため，熱帯低気圧の発生数は減少することになる。
この傾向は，全球非静力学モデルNICAMによる現在気
候・将来気候に関する 30 年積分の結果と整合的であり，

図 4　1980-1999 年（左），2000-2019 年（右）期間に東京に接近した台風の経路の比較10）。
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数値計算の結果をよく説明している。すなわち，温暖化
とともに，個々の台風にともなう降水量は増大し，より
強度の強い台風が発生する可能性が高まるが，全体とし
ては台風の発生頻度は減少することが予想される。
　台風は強度が強いと，中心付近が晴天域となる「眼」
をともなう。眼の周囲の眼壁付近が最も風速が強く，積
乱雲による降水も強い。また，その周囲にはレインバン
ドにともなう降水域が 500�km 以上の大きさにわたって
広がっている。このような，眼壁，レインバンド，暴風
域・強風域等の台風の内部構造に関しても，地球温暖化
にともなっての変化に関心がもたれている。台風の水平
的な広がりのサイズについて，過去の記録に関しては明
瞭な傾向は検出されていないが，高解像度の数値モデル
の結果によれば，温暖化とともに広がることが予測され
ている22）。台風にともなう降水は，台風内部にともなう
直接的な降水の他，台風から離れた場所での遠隔域でも
顕著な降水（PRE と呼ばれる）をともなうこともあり，
様々な要因で降水が引き起こされる。個々の事象の降水
は，台風の経路，台風の持続時間，流入する水蒸気量，
地形等によって影響を受ける。

4．メソ対流システムの変化

　極端豪雨を引き起こす母体となるメソ対流システム
（MCS）や線状降水帯についても，地球温暖化の影響に
関心がもたれる。一般に，このようなMCS にともなう
降水量は，地球温暖化の進行とともに増加傾向にあり，
今後もさらに増加することが予想されている。豪雨や竜
巻，雹，雷等をともなう降水システムをシビアストーム
（severe�thunderstorm）と呼び，とくにアメリカにおい
て地球温暖化にともなう変化について研究が進められて
いる23～25）。シビアストームについては，台風のように客
観的な定義が確立されておらず，また竜巻や雹が過去デ
ータに関して観測的に検出できていない可能性もあり，
統一的な変化傾向を検出することは難しい。例えば，竜
巻については，近年増加傾向にあるが，近年における稠
密な観測網によって，より検出されやすくなった効果も
あり，実際に起こっている変化なのかはっきりしない。
　シビアストームや線状降水帯は，大気のより大規模な
環境場のある条件のもとで発生しやすい傾向があり，大
規模場とこれらのストームとの関係によっても気候変化
を論じる試みがなされている。一般に，これらのストー
ムは，鉛直方向の成層安定度，鉛直シア等の要素によっ
て，起こりやすくなる条件があることが知られている。
線状降水帯については，この他，下層での水蒸気流入量
等を加えた 6要素の条件によって起こりやすいことがわ
かっており，気象庁の現業予報において利用されてい
る5，26）。過去や将来のシビアストームの変化傾向につい
て，これらの大規模場の指標の変化の観点から解析され
ている27）。地球温暖化の進行とともに，暖候期に加えて，
春先にシビアストームが起こりやすい条件が発生するよ
うになり，1年のうちのより長期間，シビアストームが
発生する可能性が増加することが予測されている。

5．イベント・アトリビューション

　異常気象や極端豪雨は，気候システムのなかの自然な
揺らぎである「内部変動」によっても生じるため，個別

の事象（イベント）が，人間活動にともなう地球温暖化
によるものだという原理的にできないとされてきた。し
かし。人間活動による気候変動が，観測されたような異
常気象や極端豪雨の発生確率や強度をどの程度変えてき
たかは，数値モデルの解析結果を用いることで定量評価
でき，このような手法を「イベント・アトリビューショ
ン」と呼ばれる28）。イベント・アトリビューションには，
地球温暖化による猛暑や豪雨の発生頻度の変化を確率的
に評価する方法29，30）と，実際に起こった現象を正確に再
現したうえで，地球温暖化の影響を量的に評価する方法
がある。後者はストーリーラインアプローチと呼ばれて
いる。ストーリーラインアプローチの視点から，2018年
の「西日本豪雨」の要因をアンサンブル数値実験の結果
を用いて解析した結果によると31），実際に観測された初
期値からスタートした実験と，1980年以降の昇温トレン
ドを除いた実験を比べたところ，「西日本豪雨」規模の降
水が起こる確率は，昇温によって 7％程度高まることを
示した。また，フィリピンを2013年に襲来した台風ハイ
ヤンについて，イベント・アトリビューションの手法で
高潮に対する温暖化効果を評価したところ32），20％程度
高潮の水位が高くなる可能性があることを示した。この
ように，様々な極端気象現象について，イベント・アト
リビューションの手法で温暖化効果を評価することが可
能となっている。地球温暖化の効果は，特定の顕著気象
現象を強化するだけでなく，豪雨発生頻度を増加させた
可能性も指摘されている。最近の研究によると，とくに
九州西部が豪雨の発生頻度が増加しやすい地域であると
指摘されている33）。これらの研究は，地球温暖化による
極端気象の激甚化の兆候はすでに表れていることを意味
する。また，温暖化がより進行した場合に，同様な気象
現象がどのように変質するのかについても，試算するこ
とが可能である。今後，近未来に，極端豪雨等のさらな
る激甚化を評価するとともに，それに対する防災・減災
上の対応についても進めていく必要がある。

6．結語

　本稿では，近年の日本における極端豪雨について概観
した。アメダスの観測結果によると，1時間に50�mm以
上の降水を観測した回数は，過去 45 年で増加傾向にあ
る。極端豪雨をもたらす台風やシビアストーム・線状降
水帯についての性質，地球温暖化にともなう変化につい
ても紹介した。台風については，近年，日本付近に接近
する台風が増加傾向にある。イベント・アトリビューシ
ョンの手法により，個々の気象現象について，地球温暖
化の影響度を評価することが可能であり，2018年の「西
日本豪雨」は地球温暖化の効果により有意に激甚化した
ことが示されている。近未来における極端豪雨，激甚災
害の変化についても，定量的に評価することが可能であ
り，今後，起こりうる極端豪雨について理解するとともに，
防災上の対応についても準備を進めることが急務である。
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